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（シリーズその 5）
第７章　平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略行為に関する行動
第 48 条〔決定の履行〕
１　国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定を履行するのに必要な行
動は、安全保障理事会が定めるところに従って国際連合加盟国の全部又は一部によ
ってとられる。
２　前記の決定は、国際連合加盟国によって直接に、また、国際連合加盟国が参加して
いる適当な国際機関におけるこの加盟国の行動によって履行される。
Article 48
1. The action required to carry out the decisions of the Security Council for the
maintenanceofinternationalpeaceandsecurityshallbetakenbyalltheMembers
oftheUnitedNationsorbysomeofthem,astheSecurityCouncilmaydetermine.
2.SuchdecisionsshallbecarriedoutbytheMembersoftheUnitedNationsdirectly
andthroughtheiractionintheappropriateinternationalagenciesofwhichtheyare
members.
〔趣旨・目的〕
　第 48 条乃至第 50 条の三ヶ条は、国連の実施する集団的措置への加盟国の参加協力義務に
ついて規定する。すなわち、加盟国は、安全保障理事会の実施する第 7 章に基づく強制措置
に参加し協力する義務を負い（第 48 条）、措置の履行に当たって、加盟国の間で共同して相
互援助を与えなければならないが（第 49 条）、他方、措置の履行から生じる特別の経済問題
について安全保障理事会と協議する権利を有する（第 50 条）。これらの規定は、実施される
集団的措置が、その宣言された目的達成のために強制力を最大限に発揮し、また、その措置
に参加する国々の蒙る損失と不利益を最小限に軽減し、かつ、加盟国間でそれを平等に負担
させることを目的として設けられたものであると言える。（1）このような加盟国の協力義務の裏
付けの下に、安全保障理事会は強制措置を実施することが可能となるのである。（2）
　第 48 条は、安全保障理事会の第 7 章に基づく決定を履行する加盟国の義務について規定す
る。すなわち、国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定はすべての加盟国
を拘束し、加盟国は自らの行動を通してそれを履行する義務を負う、と定める。それゆえ、
本条は、基本的には、第 25 条の下で加盟国の負っている義務を、第 7 章の中でもう一度確認
した規定であるといえる。（3）しかし、本条は同時に、さらに踏み込んで、決定の履行にあたっ
て、具体的にどの加盟国に対してどのような行動をとるように要求するか―つまり、安全
保障理事会の決定への加盟国の参加の範囲と性質の問題―は、安全保障理事会が自らの裁
量で決定するものと定めることによって、安全保障理事会の行動に柔軟性の要素を導入して
いる。（4）また、第 2 項では、国連自身に加えて他の国際機関も国際の平和及び安全の維持のた
めに貢献をなしうるのであり、それが、国連加盟国が前記の義務をこれらの国際機関の内部
で履行することによって、実現されることを明らかにする。
〔起草過程〕
　ダンバートン・オークス会談では、『提案』の第Ⅷ章 B 節 7 項、すなわち、安全保障理事会
が決定した強制措置をどの加盟国が具体的に履行するのか決定する権限を安全保障理事会に
与える規定（現在の第 48 条）については容易に合意が成立した。（5）会談で多少の議論がなさ
れたのは、現在の第 49 条及び第 50 条にあたる規定を『提案』の中に含めるか否かに関して
であった（本コンメンタール「第 49 条」の章参照）。ダンバートン・オークス提案の第Ⅷ章
B 節 7 項は、次のような規定であった。「国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会
の決定を履行するのに必要な行動は、安全保障理事会が定めるところに従って、この機構の
加盟国の全部が協力して、又は一部によってとられる。この約束は、この機構の加盟国自身
の行動によって、並びに加盟国が構成員となっている適当な専門機構及び機関の行動によっ
て履行される。」
　サンフランシスコ会議でも、この規定に関してとくに問題は生じなかった。
　第Ⅲ委員会の第 3 小委員会において、第 48 条の中に、第 43 条への明示的な言及を挿入し、
第 48 条の義務を明確に第 43 条に基づき締結される特別協定に関連させるというチリの提案
が出された。（6）しかし、その提案は、第 48 条が単に軍事的措置だけでなく非軍事的措置にも
関連しているというアメリカ代表による説明を受けた後、撤回された。（7）また、国連の強制措
置への参加が中立の地位と両立するかという重要な問題がフランスによって提起されたが、
結局、この問題は、憲章の一般的規定の検討のところで論議されることとなった（「第 2 条第
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5 項」の章参照。）。（8）かくして、第 3 小委員会は、満場一致でこの条文案を承認した。もっと
突っ込んだ議論がなされたのは、調整委員会においてであった。第一に、安全保障理事会が
国連の一加盟国に対してだけ行動を要請することができるのかが問題となった。（9）しかし、調
整委員会においてもっとも議論されたのは、第 2 項の文言をめぐってであった。まず、でき
るだけ多くの国際機関の協力を確保するために「適当な国際機関」という表現に改められた。（10）
次に、安全保障理事会の決定を履行する義務を負う者はだれかが問題にされ、結局、行動の
義務は、直接「国際機関」にではなく、その機関に加盟している「国連加盟国」に対して課
せられることが文言上明確にされた。つまり加盟国は「国際機関」の構成国として安全保障
理事会の決定を実現するためにできる限りのことをしなければならず、国際機関内の投票を
通して安全保障理事会の決定の履行を実現することが求められた。（11）このような討議の後、
現在の第 2 項の表現に最終的に落ち着き、また、規定の置かれる場所も、ダンバートン・オ
ークス提案では現在の第 45 条（空軍割当部隊）の直後であったのを、それより 2 条後の現在
の箇所に移して採択されたのであった。（12）
〔解釈及び運用〕
（一）強制措置への参加の義務
　第 48 条は、第 1 項で、「国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定を履行
するのに必要な行動」をとるべき国連加盟国「全体」が負っている義務を強調し、さらに、
第 2 項ではこの安全保障理事会の決定が、加盟国によって「直接に」履行されなければなら
ないと述べる。「国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定」とは、いうまで
もなく、安全保障理事会が、憲章第 7 章に基づき、平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略
行為に対して「有効な集団的措置をとること」（1 条 1 項）の決定であり、典型的には、第 41
条及び第 42 条に基づく「強制措置」をとることの決定である。ここにいう「安全保障理事会
の決定 decisions」は、もちろん、第 25 条にいう、加盟国が「受諾し、かつ履行することに同
意」した「決定」であり、安全保障理事会の「勧告」とは区別され、国連のすべての加盟国
を拘束する。この意味において、第 48 条は、第 25 条と直結しており、第 25 条の下で国連加
盟国が負っている一般的な義務を、第 7 章の文脈において改めて確認したものといえる。（13）
　このように、第 48 条の規定から明らかにされることは、第 7 章の下での国連の集団的措置
が、論理的には、まず安全保障理事会による強制措置の発動の「決定」がなされ、次いで、
それに応じて（第 25 条によってそのことが義務化されている）それを履行するための加盟国
の側の具体的な「行動」という形で実現されるということである。（14）このように、憲章の建
前では、安全保障理事会による強制措置が、安全保障理事会の意思「決定」と、それを履行
する加盟国側の「直接」の「行動」という二段構えで実施されるのである。これは、国連自
体が自前の軍隊やその他の人的・物的資源を有していないことからして、憲章の起草者にと
って、いわば当然の発想であった。しかし、ここで、加盟国の側の、国連のとくに軍事的な
強制措置への参加義務の範囲が当然に問題になってくる。つまり、端的に言えば、国連の軍
事的措置への参加が義務づけられるのは、第 43 条の特別協定を安全保障理事会との間で締結
した加盟国に限定されるのか否かである。憲章の起草者の意図は、安全保障理事会が軍事的
な強制措置をとりうるのは、第 43 条に従って締結された特別協定によって安全保障理事会の
自由に任された兵力によってのみであるというものであったように推測される。（15）（そして、
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特別協定によって安全保障理事会の自由に任される兵力の大部分が五常任理事国によって提
供されるであろうというのが当初の前提であった。（16））サンフランシスコ会議において、第
48 条の中に第 43 条への明示的な引照を挿入するというチリの提案が撤回されたのは、既に見
たように、第 48 条が非軍事的措置をもその範囲に含めているというアメリカの説明に納得し
たからであった。このように加盟国の安全保障理事会への兵力提供義務がただ第 43 条に基づ
く特別協定の下でのみ成立することは、第 48 条の成立史から裏書きされるだけでなく、第 43
条の意義・内容からもこのことは確認される。第 43 条の趣旨は、まさに、安全保障理事会が
加盟国の軍隊をその同意なしに使用することを阻止することにあった。（17）たしかに、第 48 条
の文言だけからすると、第 43 条の特別協定を締結していない加盟国が強制行動をとるという
安全保障理事会の決定の可能性は排除されない。（18）（同条第 1 項は、ただ、「国際の平和及び
安全の維持のための安全保障理事会の決定を履行するのに必要な行動は、安全保障理事会が
定めるところに従って国際連合加盟国の全部または一部によってとられる」と規定するにと
どまる。）しかし、このような、一見したところ無限定の文言にもかかわらず、第 48 条は、
それに先行する諸条項（第 43 条乃至第 47 条）に含まれている制限によってすでに制約され
ている。換言すれば、第 48 条に基づき、加盟国は、安全保障理事会の決定した軍事的措置
（第 42 条）への参加が義務づけられるが、その軍事的措置は、憲章上、第 43 条乃至第 47 条
に規定する形で実施することが求められているのである。これが、少なくとも起草過程から
支持される第 48 条の読み方であると言えよう。したがって、バウエットが述べるように、第
48 条が（第 43 条以下から切り離されて）国連軍創設のための単独の憲章的基礎と見ることは
多いに疑わしいと言うことになる。（19）バウエットによると、第 48 条 1 項にいう「国際の平和
及び安全の維持のための安全保障理事会の決定」は、憲章のどこか他の条文を根拠とするも
のでなければならず、同条は、すでに成立している国連軍を創設する安全保障理事会の「決
定」の履行の面―つまり加盟国の参加の範囲と性質―を規制することができるにすぎな
い。この議論は、これまで大方の学者の支持するところであったし、（20）実行においても、ソ
連は、1960 年 7 月 13 日のコンゴ国連軍（ONUC）創設決議に関連して、第 48 条にいう「安
全保障理事会の決定」が第 43 条に基づいて締結される特別協定を基礎としてのみ履行されう
るという見解を示した。（21）
　この第 48 条をめぐる解釈論議は、1990 年から 91 年にかけての湾岸戦争において再燃し
た。すなわち、第 48 条を、クウェート政府に協力している加盟国に対して武力行使権限を付
与（オーソライズ）した安全保障理事会決議 678（1990）の根拠規定と見なしうるのかをめぐ
って論議がなされた。（同決議は、「憲章第 7 章に基づいて」と述べるだけで、具体的な条文
をまったく引照していない。）一方では、前述したように、第 48 条は、憲章の他の条項、と
りわけ第 41 条又は第 42 条に根拠をもつ「安全保障理事会の決定」の執行にのみ関係してい
るのであり、強制措置のための独立した根拠規定として見なすことはできないとする否定論
が主張された。（22）他方では、第 43 条の特別協定が締結されていない状況において、第 42 条
が単独で国連加盟国による武力行使をオーソライズする根拠規定として用いられうると主張
する学説が、自らの立場を補強するために、第 48 条を援用した。（この見解については、詳
しくは、「第 42 条」の章参照。）さらには、第 48 条が、単独で決議 678 の根拠規定であると
する学説も存在する。（23）（ここでは、この説だけを簡単に見ておくことにする。）この説の提
唱者（TonoEitel）によると、第 42 条は、単独では決議 678 の根拠規定となりえない。（こ
− 4 −
の点についての Eitel の解釈は次のようである。第 42 条第 1 文によると、安全保障理事会自
らが「空軍、海軍または陸軍の行動をとることができる」。しかし、このことが可能となるた
めには、憲章上、第 43 条の特別協定が締結されなければならない。特別協定は、今日まで一
つも結ばれておらず、したがって、現実の問題として、安全保障理事会自らが軍事行動をと
ることは不可能である。一方、第 42 条第 2 文は、「この行動は、国際連合加盟国の空軍、海
軍または陸軍による…行動を含むことができる」と規定する。この規定を、決議 678 の根拠
規定として見ることは可能か。Eitel は、これを否定する。第 2 文は「含むことができる」と
述べているのであり、彼によると、この「包含」の概念の根底にあるのは、安全保障理事会
の「行動」における加盟国軍隊の補助的使用
4 4 4 4 4
であって、その排他的使用
4 4 4 4 4
ではない。この点で、
同条第 2 文は、決議 678 の根拠規定にはなりえないと説く。）それゆえ、彼によると、残され
ているのは第 48 条のみである。同条によれば、どの措置が必要なのかは安全保障理事会の裁
量に委ねられている。（すでに見たように、第 48 条の文言は、安全保障理事会の決定に基づ
き、第 43 条の特別協定を締結していない加盟国によって強制行動がとられる可能性を排除
してはいない。）たしかに、第 48 条を、第 43 条乃至第 47 条の「実施に関する但し書き規定
（executive proviso）」と見る立場が有力である。しかし、この解釈論は、彼によると、次の
点を見落としている。すなわち、第 43 条では、加盟国が自国の軍隊を国連の指揮の下に置く
のに対して、第 48 条では、加盟国が自ら措置をとるのである。この 2 つの道は両立できない
ものであって、かくして、第 43 条と第 48 条は、（相互に独立した）二つの選択肢と見るべき
である、と主張する。第二に、決議 678 の「オーソリゼーション」を第 7 章の関連条項の意
味における安全保障理事会の「措置」と見なすことはできないとする反論に対しては、Eitel
は次のように答える。たしかに、ここには、安全保障理事会の措置
4 4
というときに通常期待さ
れる具体的な行動を欠いている。しかし、安全保障理事会の承認を求めて理事会に付託され
た（加盟国軍隊による共同の軍事行動という）「コンセプト」（24）が安全保障理事会自身の見解
に適合する時は、安全保障理事会は、単にそれを承認することによって、自らが望んでいる
結果を達成することができる。この意味において、今回の「オーソリゼーション」は、クウ
ェートの解放という望まれる結果を達成した点で「必要な措置」と見なすことができよう。（25）
大略このように Eitel は論じて、「もしも我々が第 48 条を決議 678 の憲章法的基礎として受諾
するのであれば、それ以上なんら補足的な解釈を必要としない」と結論する。（26）
　第 48 条の文言及び立法過程から見て Eitel の議論を支持することはできないと考えるが、（27）
ここでは、これ以上深入りせず、決議 678 との関連で、次のように論点を整理しておくにと
どめる。（詳しくは、本コンメンタール、「第 42 条」の章参照。）湾岸戦争は、憲章第 43 条
（特別協定）も第 47 条（軍事参謀委員会）も全く機能していない状況で勃発した。そのよう
な法状況の下で、決議 678 は、「憲章第 7 章に基づき」採択された。国際司法裁判所が 1962
年の勧告的意見において強調したように、「第 43 条の特別協定が締結されていないところで、
緊急事態が発生した場合に、憲章が理事会を無能力なままで放置するものと見ることができ
ない」（28）のであれば―決議 678 の採択当時、常任理事国のすべてを含む理事会の圧倒的多
数はこのような見解を採っていた―、第 42 条を、第 48 条 1 項の規定とあわせ読むことに
よって、決議 678 の合憲章性を論ずることは十分に可能である。第 43 条や第 47 条をバイパ
スすることは、これらの条項が過去半世紀にわたって適用されなかったという法状況から見
て慣習法的発展として許容されるであろう。（29）かくして、安全保障理事会は、決議 678 の採
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択によって、国連として軍事的強制措置をとることを決定し（第 42 条）、しかし、その具体
的な行動は、「安全保障理事会が定めるところに従って」、「加盟国の一部」に対してオーソラ
イズされたのである（第 48 条 1 項及び第 42 条第 2 文）。
（二） 本条の下での安全保障理事会の権限―「安全保障理事会が定めるところに従って」、
「加盟国の全部又は一部によって」―
（1）安全保障理事会は、第 41 条または第 42 条に従って強制措置をとるという「決定
（decisions）」をなした後に（第 39 条後段）、まず、その決定を履行するのに必要な「行動」
が、どの加盟国によって、どのような態様でなされるのか「定め（determine）」なければな
らない（第 48 条 1 項）。次に、この「定めるところに従って」、当該加盟国に対して、そのよ
うな行動をとるように、第 41 条または第 42 条に従って「要請する（calls upon）」。（第 41 条
は、明確に、安全保障理事会が、その決定を実施するために、兵力の使用を伴わないいかな
る措置を使用すべきかを「決定する」ことができ、かつ、この措置を適用するように加盟国
に「要請する（call upon）」ことができる、と規定する。第 42 条の文言には、この「要請」
は明示されていないが、第 44 条を参照するとき、第 42 条も同じくこの「要請」であること
が明らかとなる。（30）すなわち、第 44 条は、非理事国の理事会への決定の参加に関する規定で
はあるが、安全保障理事会が、兵力を用いることに「決定」したときは、「第 43 条に基づい
て負った義務の履行として兵力を提供する」ように、加盟国に「要請する（call upon）」、と
規定する。）この「要請」は実は（安全保障理事会の「決定」に基づく）「命令」なのであっ
て、（31）第 25 条に従って加盟国を拘束し、当該加盟国はそれを履行すべく義務づけられるので
ある（第 48 条 2 項）。
　第 48 条に内在するものは、強制措置の実施に当たって、若干の国連加盟国に一定種類の行
動をとるように指示し、他の加盟国には他の種類の行動をとるように要請できる安全保障理
事会の裁量の権限である。（32）安全保障理事会に与えられているこの裁量権は、安全保障理事
会が憲章によって国際の平和及び安全の維持に関して主要な責任を負わされているという事
実に由来するものである。（したがって、もし仮に、憲章中に第 48 条のような規定が置かれ
ていなかったとしても、安全保障理事会は、このような権限を行使できたであろう。（33））かく
して、それぞれの加盟国に、その能力に応じて、「安全保障理事会の決定を履行するのに必要
な行動」を割り当てて履行させることは、安全保障理事会によってとられる強制措置の主要
な内容を構成する。安全保障理事会は、様々な要因を考慮に入れて、自らの判断でこの「決
定（determination）」を行うのである。
（2）安全保障理事会が、強制措置をとるに当たって、加盟国全部に対して一般的な呼びかけ
を行うのが理事会の実行において通例であるが、あわせて、特定の国家を指名して、それに
特定の行動をとるように「要請」することもできる。その場合には、紛争地域の特性や、要
請される国家が大国か中小国か、軍事的、経済的に貢献できる能力を有するかなどが考慮さ
れるであろう。（34）湾岸戦争の時の安保理決議 678（1990 年 11 月 29 日）が、「クウェート政府
に協力している加盟国（複数）」に、イラクに対する軍事行動の権限を付与している（オーソ
ライズ）のは、（同決議が、第 42 条の適用と見なすことができるか否かの点を、さしあたり
留保して、（35））この例として見なすことができよう。安全保障理事会が、強制措置の実施に当
たって、特定の加盟国を指名して、それに特別な「要請」をすることができることは、サン
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フランシスコ会議において一般的に認められていた。軍事的措置に関しては、兵力の提供が、
大部分、五常任理事国によってなされるというのが、会議での共通の認識であったし、中小
国や中立国の強制措置への不参加を許容する規定の必要性が説かれたことも事実であった。
この意味において、本条は、第 50 条とも関連する。第 50 条は、加盟国に対して、経済的な
理由に基づく強制措置への不参加を申し立てる権利を認めている。（36）
　この点に関連して、第 48 条では「（加盟国の）一部（someof them; certainesd’entre eux
（フランス語））」となっているにもかかわらず、安全保障理事会が、一加盟国に対して、強制
措置の実施を指示することができるのかという問題がある。この問題もサンフランシスコ会
議で取り上げられたが、未解決のままであった。（37）解釈論としては、このことは可能である
と見るのが妥当である。（38）すなわち、第 48 条によって安全保障理事会に与えられている裁量
の範囲には、状況によっては、一国家に対する委任も含まれていると解するのが適切である。
1965 年の南ローデシアによる一方的独立の事態に際して、安全保障理事会が、イギリスに対
して、南ローデシアに対する石油の供給を武力を行使してでも阻止するように「要請」した
（決議 221（1966））のは、この例として見なすことができよう。（もっとも、この決議は、「第
48 条」を明示的に引照しておらず、また、同決議は、安全保障理事会が、強制措置の実施を
イギリスに「命令」したものではなく、「授権（empower）」したものであった。（39））これに
対して、第 41 条に基づいて「命令」的な措置がとられたこれまでの事例は、いずれも、「す
べての加盟国」に対して、経済的な制裁措置をとるように義務づけたものであった（南ロー
デシアを対象とする安保理決議 232（1966）、253（1968）; 南アフリカを対象とする安保理決
議 418（1977）; イラクを対象とする決議 661（1990））。
（3）第 48 条の下で、安全保障理事会は、特定の加盟国に、自らが実施する強制措置への参
加を免除することも可能であるが、このことは、中立国の地位との関連で重要性をもつ。た
とえば、オーストリアの場合がそうである。1955 年、オーストリアは、永世中立国の地位を
保持したまま国連への加盟が認められた。加盟に際して、オーストリアは、当時同国と外交
関係を維持していた 55 ヶ国（五常任理事国を含む）に、その旨を通告したが、特に異議を唱
える国はなかった。オーストリア政府は、これによって、安全保障理事会が、事実上、オー
ストリアの中立を認めたのであり、オーストリアが中立国としての義務に抵触するような制
裁措置に参加するのを免除するように義務づけられているという解釈をとった。（40）永世中立
国としての地位と国連加盟国としての義務との両立性については学説も分かれるが、少なく
とも、国連が、永世中立国としてのオーストリアの加盟を認めた以上、安全保障理事会が、
制裁措置を実施するときに、第 48 条に基づく裁量権を行使して、オーストリアの制裁措置へ
の参加を免除することは可能であろう。（41）
　1966 年に、国連が南ローデシアに対する経済制裁を実施したとき（安保理決議 232
（1966））、オーストリアは、禁輸品目リストに掲げられているタバコ、銅、アスベストの輸入
を禁止することによって同決議に従った。戦争資材の輸出禁止に関しては、特に問題は生じ
なかった。オーストリアは、従前から、そのような輸出は行っていなかったからである。オ
ーストリアは、安全保障理事会に宛てた決議 232 の実施状況に関する報告書（S/7795）の中
で、「永世中立国たるオーストリアが、安全保障理事会の決定に自動的に拘束されるかという
原則的な問題」について留保を表明した。同国によると、「この問題は、事件ごとに、その特
有な状況を基礎に、一方では、オーストリアの国連加盟によって生じ、他方では、その永世
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中立としての地位―このことは、加盟に際して、全加盟国に通告された―から生じる義
務に、妥当な考慮を払ってのみ解決されうる問題である」とされた。オーストリアによると、
安全保障理事会がこのオーストリアの留保を黙示的にテーク・ノートしたことによって、留
保は黙認されたのであり、この問題に関する同国の従来からの立場は一層強化されたと言え
るのである。（42）
　一方、スイスは、当時国連に加盟していなかったが、「将来、国連に加盟した場合には、オ
ーストリアと同じ立場をとる」という見解を表明していた。（43）すなわち、永世中立国として
の地位を保持したまま国連に加盟し、国連内にあっては、その中立の地位に抵触する国連の
制裁措置への参加から免除される―つまり、安全保障理事会は、第 48 条を援用して、スイ
スを制裁措置の適用から除外すべく義務づけられる―という立場である。
　1990−91 年の湾岸戦争に際しては、オーストリアは、イラクに対する経済制裁に全面的に
参加し、さらに、安保理決議の下で行動している軍隊に、自国領空通過の権利を付与した。
スイスも経済制裁を実施した。（44）
（4）国連の実践において、第 48 条は、国連の平和維持活動（いわゆる PKO）の合憲章性を
めぐっての議論において、第 11 条 2 項や第 43 条とともにしばしば引用された。（45）たとえば、
ソ連は、スエズ動乱の時の UNEF やコンゴ紛争の時の ONUC のような国連平和維持軍の編
成において、どの加盟国によってどの程度の兵力提供がなされるかの決定が事務総長によっ
てなされた点を、憲章違反であるとして非難した。ソ連によると、第 48 条に基づき、安全保
障理事会のみが、国連によって実施される軍事行動に、どの国家が参加すべきか決定できる
からである。（46）しかし、この議論は、国際司法裁判所によって否定された。すなわち、国際
司法裁判所は、「国際連合のある種の経費」事件に関する勧告的意見（1962 年）において、事
務総長のかかる行為が安全保障理事会や総会によって繰り返し承認された事実に言及して、
「当該行為が、憲章によって安全保障理事会に与えられた特権を簒奪したとか侵害したという
結論に到達することは不可能である」と判示した。（47）この判示は支持されるであろう。第 48
条は、すでに見たように、安全保障理事会による強制措置の実施に柔軟性を導入しようとし
た趣旨の規定であり、安保理決議によって、つまり、「安全保障理事会が定めるところに従っ
て」、国連軍部隊の編成や調達の側面を事務総長に委任することは、第 48 条の下で安全保障
理事会に与えられた裁量の範囲に属するものと言えよう。（48）
　次に、平和維持活動の経費の問題との関連でも、第 48 条が取り上げられた。一方のソ連な
どの見解によると、平和維持活動の経費の支弁の問題は単なる財政上の問題ではなく、参加
兵力の規模、活動の期間、対象地域といった一連の政治的及び軍事的問題と関連している。
こういった問題は、すべて、第 11 条 2 項、第 43 条及び第 48 条の規定に基づき、安全保障理
事会の明示的で排他的な責任に属する。第 43 条及び第 48 条に基づき、安全保障理事会のみ
が、「国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定を履行するのに必要な行動」
にどの加盟国が参加するのか、参加の条件は何か、並びに活動の経費の支弁の方法などにつ
いて決定する権限を有する、と。（49）他方、これに反対する立場からは、次のような議論がな
された。経費支出の承認は、その問題（国連平和維持活動）の実質に関する決定を意味しな
い。第 43 条または第 48 条に従ってなされた決定を含めて、安全保障理事会の決定が国連に
責任を課し、そして、それが事務総長による履行を必要とするときには、常に、それに要す
る経費は、第 17 条 2 項の意味での「この機構の経費」を構成するであろう。さらに、第 17
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条の適用範囲は、第 43 条及び第 48 条の規定によって制限されていない。なぜならば、この
二つの条文は、財政に関する権限をなんら安全保障理事会に与えていないからである、と。（50）
当時の国連における主流的見解、そして、基本的には 1962 年の国際司法裁判所の勧告的意見
も、この後者の立場に立つものであった。（51）しかし、この 1962 年当時優勢であった見解で、
第 48 条の解釈として最終的に決着がついたということにはならないと考える。つまり、第 48
条の解釈論として、第 7 章の下で安全保障理事会によって実施される軍事的な強制行動ない
しは平和維持活動の経費の分担方法の「決定」が同条の下で安全保障理事会に認められてい
る（裁量的）権限の中に含まれるのか、含まれないのかは、なお未解決の問題であると言わ
ねばならないからである。（52）
（三）専門機関の協力
　第 48 条の下で、加盟国は、安全保障理事会の決定する強制措置を、その要求するところに
従って、履行する義務を負っている（第 1 項）。次いで、同条第 2 項は、「前記の決定は、国
際連合加盟国によって直接に、また、国際連合加盟国が参加している適当な国際機関におけ
るこの加盟国の行動によって履行される」と規定する。つまり、この義務は、加盟国によっ
て直接に履行されるか、または、加盟国が参加している国際機関を通じて間接的に履行され
るのである。この後者の履行の形態に関しては、既述のように、憲章の起草過程において、
理事会の決定を履行する義務が、直接「国際機関」にではなく、その機関の当事国たる「国
連加盟国」に対して課されることが、文言上、明確にされた経緯がある。つまり、第 2 項が
目指していることは、当然のことながら、安全保障理事会の決定が直接に他の「国際機関」
を義務づけることではなくて、国際機関に参加している「国連加盟国」による機関内部での
投票その他の行動を通じて、当該国際機関による安全保障理事会の強制措置への協力が確保
されることである。このように、第 48 条 2 項の立法の目的は、国連以外の国際組織を、その
独立性をできるだけ損なわない形で、国連の集団安全保障システムに参加させようとすると
ころにある。（53）
　第 2 項が、その対象として、できるだけ広い範囲の国際組織を含めようとしていることは、
起草過程において、「適当な国際機関」という広い表現に改められた経緯からしても、明らか
である。したがって、Bryde が指摘するように、地域的機関や国連ファミリーに属する専門
機関にとどまらず、多種多様な国際団体（国際法の下で設立された国際機構のみならず、国
際法、国内法のグレーゾーンに属する、しかし、国際的な目的のために設立された団体を含
めて）が、国連加盟国がその構成員である限りにおいて、第 48 条 2 項の適用を受けるであろ
う。（54）
　これら国際機関の中でも国際の平和と安全の維持の問題にかかわりが深いのは地域的機関
であるが、地域的機関のこの分野での役割については、第 8 章とくに第 53 条で規定されてい
る。これに対して、同じ国連ファミリーに属する専門機関が、国連の集団安全保障システム
とどのような関係を持たされるのかについては、憲章中にとくに明文の規定がない。その意
味において、第 48 条 2 項の主要な対象は専門機関であると言うことができる。（55）国連の内部
で、専門機関との関係を主として担当するのは国連経済社会理事会（ECOSOC）である（第
63 条）。その経済社会理事会は、安全保障理事会に情報を提供し、安全保障理事会の要請があ
るときは援助を与える任務を負っている（第 65 条）。このような形で、専門機関は、安全保
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障理事会の平和維持機能ときわめて間接的に結びつけられている。しかしながら、専門機関
の活動を安全保障理事会の平和維持機能に同調させるための、憲章上最良の手段は、個々の
国連加盟国が、第 48 条 2 項に基づく義務を履行して、それぞれの専門機関の内部において、
安全保障理事会の決定にその専門機関が参加するように行動することである。（56）
（四）国際連合の実践
（1）ところで、国際連合は、その実践において、第 48 条 2 項の下での専門機関に対するこ
の間接的なアプローチでは満足せず、より直接的に専門機関に対して、安全保障理事会の行
動への協力・援助を義務づけようと試みたのであった。その最初の努力は、国連が専門機関
と結んだ一連の連携協定において成果を挙げた。国連発足後間もなく、憲章第 63 条に基づ
き、国連経済社会理事会（ECOSOC）と、各専門機関との間で連携協定が結ばれたが、それ
らの協定には、いずれも、安全保障理事会の行動に対して専門機関が援助を与え、協力する
ことに同意するという条項が挿入された。これらの条項は、そこで同意された義務の範囲に
よって、三つのグループに分類することが可能である。（57）①第一のグループは、義務の内容
が最も明確に定められているものであり、国際労働機関（ILO）が結んだ連携協定がその代
表的なものであり、その後、この協定をモデルとして、国連教育科学文化機関（UNESCO）、
国連食糧農業機関（FAO）、国際民間航空機関（ICAO）、世界保健機関（WHO）、国際海事
機関／政府間海事協議機関（IMO／IMCO）の各専門機関と、国際原子力機関（IAEA）が結
んだ協定が、同一の内容の条項を含んでいる。これらの協定には、「国際の平和及び安全の維
持又は回復のための安全保障理事会の決定を履行する場合の援助を含む、安全保障理事会の
要請する情報を、安全保障理事会に提供し、かつ援助を供与する」ことで、「国連経済社会理
事会と協力する」明示的な義務が含まれている（ILO 連携協定では、第 6 条）。（58）②第二の
グループは、第一のグループに比べると、専門機関の負う義務の内容が、より緩やかな一般
的な文言で定められているものである。万国郵便連合（UPU）の結んだ連携協定がそれであ
り、次のような規定である。万国郵便連合は、「万国郵便連合憲章の規定に合致する限りにお
いて、国際連合、その主要機関、補助機関に協力し、また、援助を与える」義務を負う。そ
して、万国郵便連合は、「国際連合加盟国に関しては、国際連合憲章第 103 条に従って、万国
郵便連合憲章のいかなる規定も、加盟国が国際連合に対する義務に服するのを妨げ、あるい
は、制限するものとして解釈されてはならない」ことに同意した（第 6 条 1 項及び 2 項）。国
際電気通信連合（ITU）及び世界気象機関（WMO）の結んだ連携協定も同様の内容であり、
機関が上記の義務を負うとともに、国連加盟国ではない機関加盟国の利益を擁護する機関の
義務が強調されている。（59）③第三に、最も緩やかな義務を定めているものが、国際通貨基金
（IMF）や国際復興開発銀行（IBRD　以下、世界銀行と表記する。）が結んだ連携協定であ
る。（国際連合は、これらの協定のための各機関との交渉過程において、前記の ILO 方式を
採用しようと試みたが、成功しなかった。）（60）これらの協定では、銀行または基金は、憲章第
48 条 2 項に基づき、国連加盟国である銀行または基金の加盟国が、加盟する適当な専門機関
における行動によって安全保障理事会の決定を履行するという義務を負っていることに留意
（takenote）し、並びに、活動に当たっては、憲章第 41 条及び第 42 条に基づく安全保障理事
会の決定に妥当な考慮を払う（havedueregard）義務を負う（いずれも第 6 条）。（61）
　これらの連携協定に依拠することによって、安全保障理事会は、国際の平和及び安全の維
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持または回復のために措置をとる場合に、直接に専門機関に援助や協力を要請することが可
能となった。その実例としては、朝鮮戦争の時の安保理決議 85（第 4 項）（1950）、コンゴ動
乱の時の安保理決議 145（第 4 項）（1960）、また、南ローデシアの事態に第 41 条に基づく制
裁が適用された安保理決議 232（第 8 項）（1966）、決議 253（第 8 項、第 9 項）（1968）、決議
277（第 15、16 及び 23 項）（1970）など、湾岸戦争に際してイラクに第 41 条を適用したとき
の安保理決議 670（第 11 項）（1990）などを挙げることができる。朝鮮戦争の初期の段階にお
ける決議（決議 85）において、安保理は、専門機関に対して、朝鮮の一般住民に対する救援
と支援のために、統合司令部に援助を提供するように要請した。コンゴ動乱に国連が関与す
ることになった直後の決議（決議 145）において、安全保障理事会は、専門機関に対して、事
務総長の要請に従って、必要と思われる援助を提供するように要請した。南ローデシアに関
する制裁決議においては、安全保障理事会は、専門機関（あるいは専門機関の構成国たる国
際連合加盟国）に対して、制裁の実施に関する情報の提供を要請した。湾岸戦争の時の決議
670（いわゆる空域封鎖決議）では、安全保障理事会は、その前文において（第 25 条及び）
第 48 条を明示的に引用した上で、本文（第 11 項）において、専門機関その他の国連システ
ムの中の国際機関に対して、「決議 661（1990）及び本決議の条項を実効的なものにするため
に必要な措置をとる」ように要請した。（62）（→「第 41 条」の章参照）
（2）「平和のための結集決議」（1950 年）の採択以後、同決議との関連において、総会決議に
基づいて実施される集団的措置のためにも、国際連合は、専門機関の援助を要請することが
できるのか議論された。すでに、先に引用した ILO 以下の専門機関が結んだ連携協定には、
どれにも、「国際連合総会及び理事会の勧告」に関する条項が含まれていた（どの協定におい
ても第 4 条の規定がこれである）。それは、国連総会や安保理の行った「勧告」を専門機関に
おいて正式に検討することを約束した規定である。たとえば、ILO 連携協定では、次のよう
な規定である。「……国際連合総会又は理事会の行うことのできるすべての正式の勧告を、適
当な場合には、国際労働機関の理事会、総会又は前記の他の機関にできる限り速やかに付託
するために、措置を執ることに同意する」（第 4 条 1 項末文）。
　「国際の平和と安全のための結集」決議（1950 年 11 月 3 日採択）には、総会の勧告に基づ
いて実施される集団的措置の履行における専門機関の協力に関する規定は含まれていなかっ
た。ただ、総会は、その補助機関である集団的措置委員会を通じて、いざというときに、総
会又は理事会のいずれかの勧告によって集団的措置の実施が可能となるように、行動の基本
原則及び計画の準備を進めることが約束されていた。（63）これを受ける形で、経済社会理事会
は、事務総長に対して、「国際の平和及び安全の維持又は回復のために、安全保障理事会又は
総会が要請する情報及び援助の提供を専門機関が最も適切になしうるように」、専門機関と
「協議する」ように要請し、また、専門機関には、「できる限り速やかに、この目的のための
協定を承認する」ことが求められた（経済社会理事会決議 363（XII）、（1951 年 3 月 14 日））。（64）
事務総長の要請に応じて、いくつかの専門機関は、「平和のための結集」決議に基づいてと
られるいかなる措置にも協力することを約束した決議を採択した。（65）たとえば、世界銀行
（IBRD）は、1951 年 9 月 13 日に、「世界銀行は、その活動の遂行にあたり、平和のための結
集決議に従ってなされた国連総会の勧告に対して妥当な考慮を払う」という趣旨の総務会決
議を採択した。（66）「平和のための結集」決議に基づき「国際の平和及び安全を維持し強化する
ために使用される方法」について研究するために設置された集団的措置委員会は、その研究
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の一環として、各専門機関がこの分野でいかなる協力をなしうるかについて検討した。同委
員会の第一回の報告を受けて、総会は、専門機関に加盟している国連加盟国に対して、「専門
機関の内部で、または、それを通じて、その基本条約その他の規定の範囲内で、国連によっ
て執られる集団的措置に対するすべての可能な援助を獲得するように努力する」ことを勧告
した（総会決議 503A、（1952 年 1 月 12 日））。（67）これに応えて、集団的措置委員会は、各専門
機関が実施した調査を基礎に検討を行い、次のような結論を総会に勧告した（第 2 勧告）。（68）
すなわち、専門機関は、その権限の範囲内で、集団的措置の実施において有効かつ重要な役
割を果たしうること、集団的安全保障の目的のために各専門機関の資源を活用することは、
その機関の構成国の集合的な意思に基本的に依存しており、専門機関の構成国である国連加
盟国は、国連による集団的措置の実施においてそれらの機関の協力及び援助を確保する上で
重要な役割を果たすことを指摘し、このことによって憲章第 48 条の規定は「実効性」を付与
されることになろうと結んだのであった。（69）
（3）この、国連による集団的措置に対する専門機関の協力のあり方に関しては、国連の実践
においてかなり突っ込んだ議論がなされたことがある。それは、南アフリカやポルトガルに
対する世界銀行の信用供与をめぐって行われた。1966 年に、世銀は、総会決議（決議 2054A
（XX）、2105（XX）及び 2107（XX））においてなされた、南アフリカに技術的、経済的援助
を与えないようにとする専門機関に対する勧告を無視する形で、南アフリカやポルトガルに
信用を供与した。このことをめぐって、国連事務局と世銀法律顧問（general counsel）との
間で論戦が交わされた。簡単に紹介すると、次の通りである。（70）世銀の基本的な立場は、こ
うである。「世銀が関連総会決議に従って、これらの融資の供与を断念するならば、それは、
世銀協定とりわけその第 4 条 10 項の要件の侵害となるであろう」。（71）同条項の意図するとこ
ろは、世銀が「加盟国の政治問題」に介入することと、加盟国政府の政治的性格を理由とし
て当該加盟国を差別的に取り扱うことを禁止することにある。この加盟国の「政治問題への
介入」の禁止は、単に加盟国の国内の政治問題への介入にとどまらず、加盟国の他国との関
係、すなわち、その対外的な政策への介入にも及んでいる。このようにして、第 4 条 10 項の
趣旨は、世銀の中立性、非政治的な専門性（「経済的な考慮」のみに関心を払うこと）を確保
することにある。この世銀や IMF の性格は、国連との間で連携協定が結ばれた時に、国連側
によっても十分に認識されていたのであり、それが、他の専門機関の結んだ連携協定との間
の差異となってあらわれた。（72）世銀の連携協定第 6 条にある「留意する（take note）」の語
は、二つの国際機構の間に義務の関係が存在するという印象を避けるために意図的に用いら
れたのであり、また、「（安保理の決定に）妥当な考慮を払う（havedueregard）」の文言も、
その趣旨は、たとえ（国連加盟国である）世銀の加盟国が安保理の決定に拘束されるとして
も（憲章第 48 条 2 項）、世銀自体は、最終的な決定の権利を保持していることを確認すると
ころにあった、と。（73）
　これに対して、国連事務局の側は次のように反論した。世銀協定第 4 条 10 項の「政治的問
題」、「加盟国の政治的性格」、「経済的考慮」などの文言についての世銀の解釈は、同条項の
立法史や、文脈に即した用語の通常の意味からいって正当化されない。同条項の唯一の目的
は、世銀による、加盟国の国内政治問題への介入と（加盟国）政府の政治的性格を理由とす
る加盟国の差別を禁止することである。（74）同条項が求めている、世銀による政治活動の禁止
と、経済的考慮にのみ関心を払うようにという要求のいずれも、国連憲章の基本的な義務に
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違反して、国際の平和及び安全を脅かしているとして、関連総会決議によって非難されてい
る加盟国の国際的行為（international conduct）を世銀が考慮することを排除するものではな
い。（75）さらに、連携協定第 6 条 1 項の下で、世銀が、その活動の遂行において、平和と安全
の問題に関する安全保障理事会の決定に妥当な考慮を払う義務を負ったことは明白である。
そして、この「妥当な考慮」は、憲章第 41 条及び第 42 条に基づく安全保障理事会の決定に
限定されるのではなく、「平和のための結集」決議に従ってなされた総会の勧告決議にも及ぶ
ものである。このことは、①連携協定第 4 条が、国連の総会や理事会の「勧告」にも世銀が
考慮を払うものと定められていることと、②さらに、1951 年 9 月 13 日の決議によって、世銀
自らが、「世銀は、その活動の遂行にあたり、平和のための結集決議に従ってなされた国連総
会の勧告に妥当な考慮を払う」ことに同意したことから支持される、と。（76）
　この論争についてどのように評価すべきであろうか。連携協定第 6 条 1 項は、世銀に対し
て、①国連憲章第 48 条 2 項に基づき、国連加盟国である銀行の加盟国が、銀行における自ら
の行動によって、安全保障理事会の決定を履行する義務を負っていることに「留意（テーク・
ノート）」すること、また、②その活動に当たって、憲章第 41 条及び第 42 条に基づく安全保
障理事会の決定に「妥当な考慮を払う」ことを義務づけている。もちろん、前述のように、
この条文の起草過程を見るとき、この「留意する」の語が、「承認する」といった強い意味合
いを避けるために意図的に使用されたこと、また、「妥当な考慮を払う」の文言も、世銀自体
は最終的な決定の権利を留保していることを確認するために採用された言葉であることが明
らかになろう。しかし、それにもかかわらず、この第 6 条 1 項の規定を全体的に眺めるとき、
世銀が、融資などの業務活動に当たって、安全保障理事会の第 41 条または第 42 条に従った
強制措置の決定に反する
4 4 4
ような行為をすることは、事実としても（世銀の加盟国は、今日ほ
とんど全て国連加盟国である）、また、規定の上からもできないであろう。その理由は、強制
措置を実施する安全保障理事会の決定に明瞭に反するような行動をすることは、安全保障理
事会の決定に「妥当な考慮を払った」ことには到底ならないからである。（77）かくして、世銀
のこの場合の行動は、協定第 6 条 1 項のこの両面（前記①、②）の働きによって、結局のと
ころ、安全保障理事会による強制措置の「決定」に自らの行動を同調させるか、少なくとも、
それに明瞭に反することはできない、ということになろう。（そして、このことは、国連事務
局側の見解に同調するのであるが、「平和のための結集」決議に基づく、国際の平和及び安全
の維持に関する総会の「勧告」についても妥当するであろう（前出参照）。）
　現実にこの論戦の締めくくりに見られたのは、この結論を裏書きするような事実であった。
すなわち、世銀総裁が国連事務総長に宛てた書簡において、世銀総裁は、次のことを確言し
たのであった。（78）それによると、世銀の法律顧問のなした議論はあくまでも「法律論」であ
って、「私としては、世銀が国連ファミリーの一員であることを強く自覚していることをあな
たと―あなたを通じて関係国連機関に対して―確言したい。世銀の最も強い願いは、す
べての適当な手段によって国際連合に協力することであり、また、世銀協定に合致する限度
において、国際連合の偉大な目的の達成に障害となりかねない行動を回避することである。
世銀の態度にいささかなりとも誤解の無きように、あなたにこの確言をなす次第である」と。
そして、事務総長は、世銀総裁に対する返書において、世銀総裁によるこの確言を了とした
のであった。（79）この両機関の最高首脳による和解の儀式を通じて看取されることは、世銀側
が、自らの行った議論を「法律論」として事実上引っ込めて、国連事務局側の主張を実質的
4 4 4
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に
4
受け容れたという事実である。
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